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　下記の登録の要件に該当し、更新および新規登録を希望する団体や
グループは、申請手続きをしてください。登録承認の有効期間は、９月
１日から平成27年８月31日までです。
　なお、今回は３年に一度の全団体一斉切り替えの年になりますので、
登録更新（継続）を希望する団体は必ず申請書を提出してください。
�������①６月15日～29日〈平日の執務時間内〉　　　　　　
　　　　　　②６月16日（土）・17日（日）の
　　　　　　    午前９時～正午・午後１時～３時まで
�������市役所北館４階�生涯学習課
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　①営利を目的とした事業または営利事業を援助する行為②特定の
　政党の利害に関する行為 ③公の選挙に関し特定の候補者を支持し、
　またはこれに反対する等の政治的行為④特定の宗教を支持し、また
　は特定の教派・宗派・もしくは教団を支援する行為 
�������	
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　①過去１年以上の実績があり、継続的かつ計画的に活動を行い、事
　業の成果が地域社会に還元されることが期待できる活動であるこ
　と②組織および活動に参加を希望する者が新たに加わることがで
　きること③団体の構成人員が10人以上で、市内在住・在勤・在学の者
　が６割以上であること④団体の主たる活動の場および活動の本拠
　として事務所を芦屋市内に有すること⑤原則として団体の代表者
　が芦屋市内に在住・在勤または在学していること⑥団体の組織およ
　び活動のための会則（あるいは規約）を有すること⑦団体の代表者
　および役員が、その団体の活動に起因する対価を得ることがないこ
　と⑧活動のための自己財源および団体独自の経理機構を有すること

���������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������																					
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���　国籍要件や海外在住により、国民年金制度上受給資格期間
を満たすことができず無年金者になっている高齢者に支給　���
本市に居住する大正15年４月１日以前生まれで次のいずれかに該当す
るかた①昭和57年（1982年）１月１日現在、日本国内で外国人登録法に
よる居住地登録をしていたかた②昭和57年（1982年）１月１日以前に
外国人登録法による居住地登録をし、昭和36年（1961年）４月１日以
降に日本国籍を取得したかたで、年金受給資格期間を制度上満たす
ことができないかた③日本人で、長期間海外に在住し、昭和36年
（1961年）４月１日以降に帰国され、年金受給資格期間を制度上満た
すことができないかた　�����　該当するかたは下記へ　　　
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　市では、保険対象診療の医療費の一部を助成する「福祉医療費助成制度」を実施しています。７月
１日からの受給要件は、下表のとおりです。
　医療区分・扶養人数等により、受給者本人・配偶者および扶養義務者等所得制限基準額が異なりま
す。新たに該当すると思われるかたは、交付申請を行ってください。申請に際し健康保険証・印鑑（認
め印可）・転入のかたは平成24年度（平成23年分）所得証明書・下記５・６のかたは対象であることが
確認できる手帳が必要です。
　なお、６のかたは本人名義の振込先口座番号のわかるものも必要です。
　現在、福祉医療費助成制度を受けておられるかたは、新たに申請する必要はありません。
�������	
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　市（区）町村民税所得割の額の算定にあたっては、平成24年度から個人市県民税の年少扶養親族お
よび16歳から18歳までの特定扶養親族に対する扶養控除の上乗せ部分が廃止されましたが、扶養控
除の廃止がなかったものとして算定します（母子家庭等医療については、16歳から22歳までの扶養
親族を扶養している場合は、所得制限基準額に１人につき15万円を加算します）。
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　現況届を提出していないかたは、至急提出してください。提出がない場合、所得制限基準額未満で
あっても受給することができません。
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※現在、福祉医療費受給者証をお持ちのかたは６月30日で有効期間が終了します。平成24年度（平成
　23年分）の所得が上記の基準額未満のかたは、新しい「福祉医療費受給者証」を６月末に送付しま
　す。なお、所得制限が基準額を超えているかたは受給資格がなくなります。
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�����６月３日（日）①10時30分～〈ＰＴＡ・コミスク・スポー  
　　　　　ツ関係団体・青少年関係団体・女性関係団体対象〉②13
　　　　　時30分～〈芸術・芸能・音楽関係・歴史文学・教養学習・そ
　　　　　の他の団体対象〉
����　市民センター 401室
                 ※できるだけ公共交通を使ってお越しください。
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　児童手当を受給中のかたへ平成24年度「現況届」を６月中旬にお送りします。期限までに提出して
ください。提出がない場合、６月分以後の児童手当の支払を受けることができません。
　なお、２・３月分の子ども手当と４・５月分の児童手当は，６月15日（金）にご指定の口座に振り込み
ますので、ご確認ください。
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622万円��

660万円��

698万円��

736万円��

774万円��

812万円��
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※所得税法に規定する老人控除対象配偶者または老人扶養親族
がある者についての限度額（所得額ベース）は左記の額に当該老
人控除対象配偶者または老人扶養親族１人につき６万円を加算
した額　※社会保険料（一律）控除８万円を引いた額　※扶養親
族等の数が６人以上の場合は限度額（所得額ベース）は、１人につ
き38万円（扶養親族等が老人控除対象配偶者または老人扶養親族
であるときは44万円）を加算した額　※所得制限以上のかたは一
律５千円の支給
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早
朝
に
ト
イ
レ
が
詰
ま
っ
て
水

が
流
せ
な
く
な
り
、電
話
帳
広
告

を
見
て
電
話
し
た
。工
事
業
者
は

ひ
と
り
で
作
業
を
終
え
る
と
、見

積
兼
工
事
請
負
書
に
明
細
を
記
入

し
、九
万
円
を
請
求
し
た
。高
額
す

ぎ
る
の
で
、と
り
あ
え
ず
一
万
円

を
払
っ
て
帰
っ
て
も
ら
っ
た
。価

格
は
適
正
だ
と
信
じ
て
い
た
が
、相
手
業
者
は

地
元
業
者
で
は
な
く
他
県
の
業
者
だ
っ
た
。納

得
で
き
な
い
の
で
ク
ー
リ
ン
グ
・
オ
フ
し
た
い
。
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相
談
者
が
自
分
か
ら
工
事
業
者
を
呼
ん
で
い

る
た
め
、こ
の
ケ
ー
ス
で
は
ク
ー
リ
ン
グ
・
オ
フ

を
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。見
積
書
が
最
初

に
示
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、契
約
金
額
に
納
得

で
き
な
い
場
合
、減
額
交
渉
し
、修
理
や
工
事
を

依
頼
す
る
場
合
に
は
複
数
の
業
者
か
ら
見
積
を

取
り
、そ
の
上
で
工
事
内
容
や
金
額
で
納
得
の

い
く
説
明
を
し
て
く
れ
る
業
者
を
選
択
す
る
よ

う
に
助
言
し
ま
し
た
。
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相
談
者
が
自
分
か
ら
業
者
を
呼
ん
だ
場
合
で

も
、例
え
ば
、水
漏
れ
修
理
の
工
事
で
呼
ん
だ
の

に
、新
た
に
別
の
工
事（
ト
イ
レ
の
便
座
設
置
工

事
や
台
所
リ
フ
ォ
ー
ム
工
事
な
ど
）を
勧
め
ら

れ
た
場
合
は
、そ
の
工
事
は
ク
ー
リ
ン
グ
・
オ
フ

対
象
の
工
事
と
な
り
ま
す
。
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工
事
内
容
や
金
額
に
納
得
で
き
な
い
場
合
は

業
者
に
説
明
を
求
め
、納
得
で
き
な
い
説
明
の

場
合
は
、修
理
や
工
事
は
断
り
ま
し
ょ
う
。

�
�
�
�
�
�
�
	


�

①
地
元
の
市
役
所
に
登
録
し
て
い
る
業
者

②
居
住
し
て
い
る
集
合
住
宅
の
管
理
会
社
と
提

　

携
し
て
い
る
業
者

③
ト
イ
レ
や
台
所
な
ど
の
水
ま
わ
り
設
置
工
事

　

を
し
て
も
ら
っ
た
業
者

　

水
ま
わ
り
の
修
理
に
お
い
て
、ト
イ
レ
や
台

所
の
排
水
に
関
す
る
こ
と
は
下
水
道
課（�
　
38

２
０
６
４
）へ
。漏
水
に
関
す
る
こ
と
は
水
道
工

務
課（�
　

２
０
８
３
）へ
。
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市
で
は
、夜
間
の
水
道
修
理
工
事
当
番
表
を

広
報
紙
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

　

水
道
工
事
の
ト
ラ
ブ
ル
や
ク
ー
リ
ン
グ
オ
フ

な
ど
で
わ
か
ら
な
い
こ
と
が
あ
れ
ば
、
消
費
生

活
セ
ン
タ
ー
へ
。
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●平日の昼間は水道部
へお尋ねください。

●土曜日・日曜日・祝日
は市役所（�31-2121）
へお尋ねください。

●夜間の修理は、右の業
者が待機しています。
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　６月１日は「人権擁護委員の日」です。人権擁護委員制度は、国民の人権を擁護するため、昭和23
年７月に創設された日本固有の制度です。人権擁護委員は，さまざまな人権問題についての相談の

ほか、人権尊重の思想を普及するため種々の啓発活動を行っています。夫婦や親
子間での問題・近隣問題・差別問題など、人権問題でお悩みのかたは、お気軽にご
相談ください。秘密は守られます。〈無料・予約制〉
�����①６月５日（火）②６月26日（火）午後１時～４時 ※人権相談所は、毎第２・

第４火曜日に開設し ていますが、６月は第２火曜日には開設しません。
�����芦屋市役所　北館２階会議室２
������人権擁護委員　
 ■�����下記へ
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　平成23年分の確定申告から、公的年金等の収入金額が400万円以下
で、公的年金等に係る雑所得以外の所得金額が20万円以下のかたは、
税務署への確定申告書の提出が不要となりました。
　ただし、確定申告書の提出が不要なかたでも、市県民税申告書を提
出することにより市県民税額が低くなる場合があります。　
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ガソリン・灯油などの危険物は身近に存在します。　
危険物の貯蔵・取り扱いには十分注意し、安全第一でお願いします。

　霊園墓地使用者の常時募集をします。申し込み方法等は以下のとおりです。

�����　６月７日（木）から環境課で受け付けます。（開庁日の午前９時から午後５時30分）
　※正午から午後０時45分までは除く※〈先着順〉ただし、申し込み日に複数の申込者があった場
　合は、抽選とします。抽選日については、後日申込者へ案内します。
��������	�　６月１日（金）から環境課・ラポルテ市民サービスコーナ－および霊園事務
　所の各窓口で配布します。（ただし、土・日曜日および祝日はラポルテ市民サービスコーナーのみ
　開設。ラポルテ市民サービスコーナーはラポルテ本館の休館日は休みです。）
�������������	�
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　①申し込み日からさかのぼって１年以上芦屋市内に住所（住民登録または外国人登録をしてい
　　ること）を有するかた
　②既に、芦屋市霊園墓地の使用許可を受けていないこと
　③使用許可後１年以内に施設の使用設備（墓石等）を設置できるかた
　④使用料については、墓地使用許可申請書類の審査が終了した後、３週間以内に一括納入できるかた
■�������	
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 6,750,000円16.0㎡

再貸付墓地
20,250,000円113.5㎡

30,000,000円120.0㎡

33,000,000円122.0㎡

※１㎡あたりの永代使用料は、「6㎡以上12㎡未満1,125,000円」「12㎡以上1,500,000円」
※墓地の場所については芦屋市霊園「墓地使用者常時募集のお知らせ」をご覧ください。
※現地に地区番号、区画面積を標示しています。
��������
　使用許可後、１年以内に施設の使用設備（墓石等）をされない場合等は、使用許可を取り消すこと 
   があります。（詳しくは、芦屋市霊園「墓地使用者常時募集のお知らせ」をご覧ください。）
������
　区画面積１㎡ あたり1,200円で算出した額を毎年４月に納付していただきます。（平成24年度は、
　月割額となります。）
※詳しくは、芦屋市霊園「墓地使用者常時募集のお知らせ」をご覧ください。
�����市では、石材業者の指定はしておりません。また、石材業者等による申し込みの代行はで
　　　　きません。

��������������������� ��������������������� ��������������������� ��������������������� ��������������������� ��������������������� ��������������������� 																					� � � � � � � 	 ����������������������
　郵送による一般競争入札方式で市有地を売却します。案内書は、市
役所北館受付・用地管財課・ラポルテ市民サービスコーナーで配布し
ています。案内書や現地をよくご確認の上、入札してください。
������４ 件　■������６月１日～27日（土・日・祝は、ラ
ポルテ市民サ－ビスコ－ナ－でのみ配布）　■����　６月21日～
27日������７月４日（水）��������個人・法人を問わず
参加可能/最低売却価格以上で、かつ最高の価格をもって入札したか
たを落札者に決定/入札に先立ち、入札保証金（入札金額の5％以上）が
必要/土地代金の支払方法は、一括納付と分割納付の２通りがありま
す。
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①医療費控除を受ける場合　
②年金から引き落とされている社会保険料以外で、平成23年中に
　支払った社会保険料控除を受ける場合
③生命保険料控除、地震保険料控除を受ける場合
④公的年金等源泉徴収票に記載されているもの以外で、扶養控除
　や障害者控除、寡婦控除などを受ける場合
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　上記の例に該当されるかたで、まだ申告を済まされていないかたは
市役所へ市県民税申告書をご提出ください。
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　全部公開　15件/部分公開　47件/非公開　０件/存否応答拒否　０
　件/不存在　３件/却下　０件/取下げ　２件/異議申立て　２件
※１つの公開請求に対して複数の方法で公開したものがあるため、合　
　計が請求件数と一致しません。
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　全部開示　０件/部分開示　８件/不開示　０件/不存在　１件/異
　議申立て　０件
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���　６月23日（土）午後２時開
演（１時30分開場）　����ル
ナ・ホール　����先着600人
<要整理券>　���　２歳以上
の就学前児・20人（１人300円）　�
�����往復はがきに、住所・
参加希望者全員の氏名（１枚２
人まで）・電話番号、託児希望者は、
子どもの名前・年齢月齢を記入し、
６月８日（金）までに下記へ
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������　①６月28日（木）「かかわり」の意味②７
月５日（木）マネジメント③７月12日（木）思いをカタチ
に<全３回>午後１時30分～４時　����ウィザス
あしや　���　岩木啓子氏　����全回出席可能
なかた先着20人������900円<全３回分>　��
�２歳以上の就学前児８人（１人300円・要予約）　��
����はがき・電話・ファクス・メール・窓口で、住所・
氏名・電話（ファクス）番号、託児希望者は、子どもの名
前・年齢月齢を記入し、６月21日（木）までに下記へ
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